
) (　　　　　））

年 月

年

年

年

年

年

(　　　　　

(　　　　　

) (　　　　　））

登記事項の変更が伴う場合は、登記事項証明書（写し）

関 与 税 理 士 備 考

税務署へ提出した申請書・届出書等の写し

グループ一覧

TEL(          )           -

-TEL

添 付 書 類

納税義務者が
通算子法人で
ある場合に記
入してください。

本店所在地

（〒 -

岐阜市内の主
たる事務所等
の所在地

通算親法人

ふりがな

法人名

グループ通算制度の
適用等に伴い事業年度
の特例が生じる場合は、
その事業年度

自

月間)

至 年 月 無

法人税の確定申告期限の延
長の有無（グループ通算制度

適用時以外）日

有

月 日

月 日

月 日 グループ通算制度における
申告期限の延長

有

無

月間)年

自 年

至 年

法人の区分
時価評価法人

加入時期の特例
有

関連法人 無

 月 日

 月 日

至 年

月 日 通算子法人
適用開始事業年度

自

月 日 至

通算子法人
本来事業年度

自 年

 月 日至 年 月

 月 日月 日 最初通算親法人
事業年度

自

日 至

 月 日

通算親法人
事業年度

自 年

月 日 登記変更時の登記日

青色申告の承認の取り消しの処分があった。

グループ通算制度の取りやめの承認があった。

事由が生じた日 年

上記区分に該当する
こととなった事由

グループ通算制度の承認申請の承認があった。

完全支配関係を有することとなった。

通算完全支配関係等を有しなくなった。

（原因： ）

左記の通算法人となった。

通算子法人 左記の通算法人でなくなった。

代表者氏名 月

法人税におけるグループ通算制度についての届出書

通算法人の種類
通算親法人

届出の区分

日

岐阜市長　様

ふりがな
決算期

法人名

ふりがな

TEL - （
提
出
用

）

受付印

本店所在地

（〒 -

6

法人番号 管理番号 入力処理



③その他

届出事項に関し、登記事項の変更が伴う場合は、登記事項証明書（写しでも可）を添付してください。

通算子法人 「完全支配関係を有することとなった旨を記載した書類（初葉）」の写し

「完全支配関係を有することとなった旨を記載した書類（次葉）」の写し

グループ一覧

②通算法人でなくなったとき

「通算完全支配関係等を有しなくなった旨を記載した書類」の写し、税務署に提出した当該異動事項に関する届出書の写し、
又は国税における通知書の写し

グループ一覧

通算子法人 「グループ通算制度の承認の申請書（初葉）」の写し

「グループ通算制度の承認の申請書（次葉）」（届出をする通算子法人分のみ）の写し

グループ一覧

２）後から加入した場合

２．添付書類

①通算法人となったとき

１）開始した場合

通算親法人 「グループ通算制度の承認の申請書（初葉）」の写し

「グループ通算制度の承認申請の承認通知書」の写し

⑭通算申告における申告
期限の延長

法人税法第７５条の２第１項及び第１１項の規定による通算法人の確定申告書の提出期限の延長の有無につい
て、該当する□にレ印を付し、「有」の場合はその延長月数を記載してください。

⑮法人税の確定申告期限の延
長の有無（グループ通算制度適
用時以外）

法人税法第７５条の２第１項の規定による確定申告書の提出期限の延長の有無について、該当する□にレ印を付
し、「有」の場合はその延長月数を記載してください。

⑯通算親法人 通算子法人についてこの届出をする場合、通算親法人の法人名等を記載してください。

⑪法人の区分
通算子法人についてこの届出をする場合、法人税法の規定による時価評価法人又は関連法人である場合に、該
当する□にレ印を付してください。

⑫加入時期の特例
通算子法人についてこの届出をする場合、法人税法第１４条第８項の規定による加入時期の特例の適用の有無
について、該当する□にレ印を付してください。

⑬グループ通算制度の
適用等に伴い事業年度の特例
が生じる場合は、その事業年度

グループ通算制度の承認、加入、離脱又は取消し等の事由が生じたために、法人税法第１４条の規定による事業
年度が発生することとなる法人について、その事業年度を記載してください。

⑧最初通算親法人
   事業年度

通算親法人がグループ通算制度の承認を受け、効力が生じた日以後最初に終了する又はした事業年度を記載
してください。

⑨通算子法人
   本来事業年度

通算子法人についてこの届出をする場合、通算子法人の法令又は定款等に定められている本来の事業年度を
記載してください。

⑩通算子法人
   適用開始事業年度

通算子法人についてこの届出をする場合、通算子法人がグループ通算制度の適用を受ける又は受けた最初の
通算事業年度を記載してください。

⑤事由が生じた日
上記④において該当する事由が生じた日（承認又は承認を取り消されたものとみなされた日を含みます。）を記載
してください。

⑥登記変更時の登記日 上記④において該当する事由に登記事項の変更を伴う場合は、その登記年月日を記載してください。

⑦通算親法人事業年度 通算親法人の事業年度を記載してください。

③届出の区分 該当する□にレ印を付してください。

④該当することと
    なった事由

該当する□にレ印を付してください。

・「グループ通算制度の承認申請の承認があった。」には承認があったものとみなされた場合を含みます。

・「通算完全支配関係等を有しなくなった。」に該当する場合、（）内には、通算完全支配関係等を有しなくなった
具体的な理由を記載してください。

「 法 人 税 に お け る グ ル ー プ 通 算 制 度 に つ い て の 届 出 書 」 に つ い て

　この届出書は、法人税法第６４条の９第１項の承認を受け通算法人となったとき（法人税法第６４条の９第４項、第５項、第９項、第１１項又は
第１２項により承認があったものとみなされた場合を含みます。）、法人税法第６４条の１０の規定により通算法人でなくなったとき、又は既に通
算法人の承認を受けている法人が市内に転入したときに提出してください。

１．記載要領

①本店所在地 本店の所在地を記載してください。

②通算法人の種類 該当する□にレ印を付してください。


